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左
の
グ
ラ
フ
１
は
、世
界
の
年
平
均

気
温
平
年
差
と
二
酸
化
炭
素
濃
度
の

グ
ラ
フ
で
す
。年
平
均
気
温
平
年
差
と

は
、１
年
間
の
気
温
の
平
均
と
、過
去

30
年
間
の
平
均
気
温
か
ら
算
出
し
た

平
年
値
と
の
比
較
で
す
。地
球
の
平
均

気
温
は
15
℃
前
後
で
す
が
、こ
こ
１
０

０
年
で
０
・
６
℃
上
昇
し
て
い
ま
す
。

さ
ら
に
、
今
後
１
０
０
年
で
、
５
・

８
℃
も
の
上
昇
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
ま
た
、二
酸
化
炭
素
濃
度
は
、１

７
５
０
年
に
は
２
８
０
ppm
で
し
た
が
、

１
９
９
８
年
に
は
３
６
５
ppm
と
、
31
％

も
増
加
し
、こ
の
ま
ま
で
は
、２
１
０

０
年
に
は
産
業
革
命
前
の
２
倍
か
ら

３
倍
以
上
の
５
４
０
〜
９
７
０
ppm
へ

増
加
す
る
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
、
世
界
の
国
々
が
京
都

市
に
集
ま
り
、
地
球
温
暖
化
を
防
ぐ

た
め
の
約
束
事(

京
都
議
定
書) (

注
２)

を
決
め
ま
し
た
。
日
本
は
２
０
１
０

年
ま
で
に
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量

を
６
％
減
ら
す
こ
と
を
世
界
に
約
束

し
て
い
ま
す
。

グ
ラ
フ
２
は
、
国
内
の
エ
ネ
ル
ギ

ー
使
用
量
で
す
。
ト
イ
レ
ッ
ト
ペ
ー

パ
ー
騒
動
が
起
き
た
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ

ク
の
時
に
は
、
一
時
使
用
量
が
減
り

ま
し
た
が
、
そ
の
後
は
右
肩
上
が
り
。

便
利
な
生
活
を
支
え
る
た
め
に
、
私

た
ち
は
莫
大
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
消
費

し
て
い
る
の
で
す
。

グ
ラ
フ
３
は
、
家
庭
の
電
化
製
品

別
の
消
費
電
力
量
を
比
較
し
た
も
の

で
す
。
エ
ア
コ
ン
が
や
は
り
消
費
電

力
量
が
多
く
、
次
に
冷
蔵
庫
と
照
明

器
具
が
続
き
ま
す
。
こ
れ
ら
３
種
類

で
家
庭
の
消
費
電
力
量
の
半
分
以
上

を
占
め
ま
す
。
つ
ま
り
、
こ
れ
ら
を

上
手
に
使
え
ば
、
節
約
効
果
が
大
き

く
現
れ
、
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
な
る
と

と
も
に
、
電
気
料
金
の
支
払
い
も
少

な
く
て
す
み
ま
す
。

さ
て
、
電
化
製
品
を
上
手
に
使
う

た
め
に
は
、
ど
う
す
れ
ば
良
い
の
で

し
ょ
う
。
次
ペ
ー
ジ
か
ら
、
代
表
的

な
電
化
製
品
の
、
お
ト
ク
な
利
用
方

法
を
ご
紹
介
し
ま
す
。

注１）特定非営利活動法人秋田県地球温暖化防止活動推進センター
(秋田市上北手　遊学舎内)1018－839－8309
ホームページ　http://www.eco-akita.org/onsen/index.html

注２）京都議定書とは
1992年の地球環境サミットで、気候変動枠組条約が締結され、現
在、日本を含む188カ国及び欧州共同体が締約国となっています
(2006年６月現在)。これは大気中の温室効果ガス(CO２等)の増大
による地球の温暖化を抑止することを目的としたものです。
この条約の目的を達成するために、COP３(第３回締約国会議)
で採択された議定書が京都議定書です。ここでは先進諸国に対し
て、2008年～2012年の間に、1990年比で温室効果ガスの削減が数値
として義務付けられました(日本は６％)。日本を含む140カ国と欧
州共同体が締結し、2005年２月16日、京都議定書は発効しました。

※チーム・マイナス６％(注３)ホームページから引用

注３）チーム・マイナス６％
京都議定書で約束した温室効果ガスを6％削減するために結成し
た、誰もが参加できるプロジェクトです。チーム・マイナス6％運
営事務局(環境省地球環境局地球温暖化対策課国民生活対策室)によ
って運営されています。
チーム・マイナス６％運営事務局　info@team-6.net
ホームページhttp://www.team-6.jp/
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グラフ１ 
世界の年平均気温平年差と二酸化炭素濃度の経年変化 

グラフ２ 
エネルギーの消費量 

グラフ３ 
機器別の消費電力量の比較 

平
年
差（
℃
） 

二
酸
化
炭
素
濃
度（
　
） 

第一次 
石油危機 

湾岸危機 

運輸部門 
約24％ 

民生部門 
約28％ 

産業部門 
約48％ 

第二次 
石油危機 

エアコン 
25.2％ 

その他 
20.2％ 

冷蔵庫 
16.1％ 

照明器具 
16.1％ 

テレビ 
9.9％ 電気カーペット 

4.3％ 

温水洗浄便座 
3.9％ 

衣類乾燥機 
2.8％ 

食器洗い乾燥機 
1.6％ 

ppm

二酸化炭素濃度 二酸化炭素濃度 

※グラフ１～３は、ＥＣＣＪ省エネルギーセンターホームページ
（http://www.eccj.or.jp/dict/index.html）から引用

前ページのクイズの答え
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